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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第１四半期連結
累計期間

第68期
第１四半期連結
累計期間

第67期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （百万円） 41,741 47,922 173,807

経常利益 （百万円） 473 349 1,041

四半期（当期）純利益 （百万円） 406 283 746

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 737 574 1,142

純資産額 （百万円） 21,571 22,038 21,789

総資産額 （百万円） 48,126 54,488 54,483

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 9.91 6.90 18.19

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.0 35.3 34.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には消費税と地方消費税が含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社の企業集団における事業の内容について重要な変更や主要な関係会社に

おける異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(１)業績の状況

当第１四半期連結累計期間における国内経済は、政府による経済・金融政策等の効果により企業収益に改善がみ

られましたが、消費税率の引上げや原材料価格の上昇等によるコストアップが憂慮されており、先行き不透明な状

況となっております。こうした中で、水産物の需要は消費者の低価格及び節約志向により伸び悩んでおり、依然と

して厳しい経営環境が続いております。

当社グループが主力事業を展開する水産物卸売市場業界においては、前年度からの魚価高が続いたため底堅い事

業展開で推移しております。また、近海域の海水温の上昇等により水産物の供給が不安定になっておりますが、当

社といたしましては集荷体制に万全を期してまいりました。

このような状況のもと、当社グループの売上高は47,922百万円(前年同期比14.8％増)となり、売上総利益も

2,683百万円(前年同期比9.7％増)となりましたが、新規顧客との取引等による経費増加及び貸倒引当金繰入額の増

加等もあり、営業利益は252百万円(前年同期比24.0％減)、経常利益は349百万円(前年同期比26.2％減)、四半期純

利益は283百万円(前年同期比30.4％減)となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

水産物卸売事業における売上高は、全般的にマグロ類や冷凍魚などの単価が上昇したこと、市川流通センターに

おける新規顧客との取引等により46,525百万円（前年同期比14.8％増）となりましたが、集荷販売費の増加、新規

顧客との取引等による経費増加及び貸倒引当金繰入額の増加等により営業利益は126百万円（前年同期比40.2％

減）となりました。

 冷蔵保管事業における売上高は市川物流センターの開設および出入庫や在庫量の増加により1,216百万円（前年

同期比16.0％増）となりましたが、減価償却費等の増加により営業利益は55百万円（前年同期比10.9％減）となり

ました。不動産賃貸事業における売上高は賃貸物件の稼働率向上等により92百万円（前年同期比28.4％増）、営業

利益は66百万円（前年同期比13.0％増）となり、荷役事業における売上高は88百万円（前年同期比2.1％減）、営

業利益は3百万円（前年同期は1百万円の営業損失）となりました。

 

(２)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、商品等の減少はありましたが、受取手形及び売掛金の増加、投資有

価証券の評価増等により前期末に比べ4百万円増の54,488百万円となりました。負債合計につきましては、支払手

形・買掛金等の増加はありましたが、長短借入金等の減少により前期末比244百万円減の32,450百万円となりまし

た。純資産合計は、前期末に比べ248百万円増加し、22,038百万円となりました。これは主に、その他有価証券評

価差額金の増加によるものです。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

　　該当事項なし。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 62,400,000

計 62,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 43,153,000 43,153,000
東京証券取引所

（市場第二部）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

で、単元株式数は1,000株で

ある。

計 43,153,000 43,153,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 43,153,000 － 2,995 － 1,337

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

    当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

  記載することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

  ます。

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

2,130,000
－

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

で、単元株式数は

1,000株である。

完全議決権株式（その他）
普通株式

40,841,000
40,841 同上

単元未満株式
普通株式

182,000
－ 同上

発行済株式総数 43,153,000 － －

総株主の議決権 － 40,841 －

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

中央魚類株式会社
東京都中央区築地

５－２－１
2,130,000 － 2,130,000 4.94

計 － 2,130,000 － 2,130,000 4.94

 

２【役員の状況】

　該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,632 5,679

受取手形及び売掛金 10,464 12,525

前渡金 87 89

商品 8,898 6,736

原材料及び貯蔵品 10 17

預け金 658 277

短期貸付金 1,300 1,756

繰延税金資産 194 194

その他 675 486

貸倒引当金 △855 △863

流動資産合計 27,067 26,900

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,079 10,915

機械装置及び運搬具（純額） 1,257 1,246

土地 4,180 4,180

リース資産（純額） 427 416

その他（純額） 231 223

有形固定資産合計 17,176 16,983

無形固定資産   

のれん 606 593

借地権 2,101 2,101

その他 311 306

無形固定資産合計 3,019 3,001

投資その他の資産   

投資有価証券 5,822 6,336

長期貸付金 478 335

差入保証金 288 296

繰延税金資産 189 183

退職給付に係る資産 494 498

その他 282 300

貸倒引当金 △336 △347

投資その他の資産合計 7,220 7,603

固定資産合計 27,416 27,588

資産合計 54,483 54,488
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,271 9,651

短期借入金 12,481 10,841

1年内返済予定の長期借入金 333 427

未払法人税等 237 84

未払消費税等 － 268

賞与引当金 197 92

役員賞与引当金 25 －

その他 1,519 1,459

流動負債合計 23,066 22,827

固定負債   

長期借入金 5,693 5,539

繰延税金負債 719 921

役員退職慰労引当金 37 37

本社移転損失引当金 288 288

退職給付に係る負債 1,815 1,789

長期未払金 281 272

その他 792 774

固定負債合計 9,628 9,623

負債合計 32,694 32,450

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,995 2,995

資本剰余金 1,341 1,341

利益剰余金 13,897 13,934

自己株式 △402 △402

株主資本合計 17,831 17,868

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,260 1,647

退職給付に係る調整累計額 △192 △255

その他の包括利益累計額合計 1,068 1,391

少数株主持分 2,889 2,777

純資産合計 21,789 22,038

負債純資産合計 54,483 54,488
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 41,741 47,922

売上原価 39,294 45,239

売上総利益 2,446 2,683

販売費及び一般管理費 2,115 2,431

営業利益 331 252

営業外収益   

受取利息 43 14

受取配当金 52 77

その他 74 49

営業外収益合計 170 141

営業外費用   

支払利息 26 42

その他 1 1

営業外費用合計 28 43

経常利益 473 349

特別利益   

受取賠償金 3 9

受取保険金 － 1

関係会社株式売却益 63 －

建替え損失引当金戻入額 6 －

投資有価証券売却益 8 －

特別利益合計 81 10

税金等調整前四半期純利益 555 360

法人税等 95 110

少数株主損益調整前四半期純利益 459 250

少数株主利益又は少数株主損失（△） 53 △33

四半期純利益 406 283
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 459 250

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 276 386

退職給付に係る調整額 － △63

持分法適用会社に対する持分相当額 1 0

その他の包括利益合計 278 324

四半期包括利益 737 574

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 675 606

少数株主に係る四半期包括利益 62 △32
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従

業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額

を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響額は軽微であり

ます。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連結累

計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

る。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 185百万円 296百万円

のれんの償却額 6 13

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

　平成25年6月27日

　定時株主総会
　普通株式 225 5.5 平成25年3月31日 平成25年6月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

　平成26年6月27日

　定時株主総会
　普通株式 246 6.0 平成26年3月31日 平成26年6月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)1

四半期連結

損益計算書

計上額(注)2 
水産物

卸売事業

冷蔵倉庫

事業

不動産

賃貸事業
荷役事業 計

売　　上　　高        

外部顧客への売上高 40,530 1,049 72 89 41,741 － 41,741

セグメント間の内部の売

上高又は振替高
－ 18 45 95 159 △159 －

計 40,530 1,068 117 185 41,901 △159 41,741

セグメント利益又は損失

(△)
212 61 58 △1 331 0 331

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額０百万円は、セグメント間取引消去の金額である。

　　　２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 (のれんの金額の重要な変動)

　「水産物卸売事業」において、株式会社千日総本社から事業を譲り受けたことにより、のれんが発生して

いる。当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間において777百万円である。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)1

四半期連結

損益計算書

計上額(注)2 
水産物

卸売事業

冷蔵倉庫

事業

不動産

賃貸事業
荷役事業 計

売　　上　　高        

外部顧客への売上高 46,525 1,216 92 88 47,922 － 47,922

セグメント間の内部の売

上高又は振替高
－ 20 45 94 161 △161 －

計 46,525 1,237 138 182 48,084 △161 47,922

セグメント利益 126 55 66 3 252 △0 252

（注）１．セグメント利益の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去の金額である。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9円91銭 6円90銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 406 283

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 406 283

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,025 41,022

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項なし。

 

２【その他】

　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月12日

中央魚類株式会社

取締役会　御中

 

監査法人     和宏事務所
 

 
代表　社員
業務執行社員

 公認会計士 塩崎　省三　　印

 

 
代表　社員　
業務執行社員

 公認会計士 入沢　頼二　　印

 

 
代表　社員　
業務執行社員

 公認会計士 本宮　伸也　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央魚類株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央魚類株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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